
別記様式１(第７関係)
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事


令和○○年度
地域未来交付金（地域未来推進型）交付申請書
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）


令和○○年度地域未来交付金（地域未来推進型）の交付を受けて事業を実施したいので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条及び地域未来交付金（地域未来推進型）交付要綱（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）（令和○年○月○日付け公文書番号○○号）第７の規定に基づき、関係書類を添えて、下記のとおり、申請します。


記


１　実施計画名
２　交付申請額　　　　別紙１のとおり
３　事業の完了予定年月日
４　事業の経費の配分　　　　別紙２のとおり
　


別紙１

令和○○年度　
実施計画別交付申請額

都道府県名　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	番号
	実施計画名

	作成者名
	地　区　名
	交付申請額

	
	
	
	事業の完了予定年月日
	備　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	




別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年度地域未来交付金（地域未来推進型）
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）に係る経費の配分

１　経費の総括
	区   分
	総事業費
(A)+(B)+(C)+(D)
	対象事業に要する
経費(A)+(B)
	負　　担　　区　　分
	備   考

	
	
	
	国費(A)
	都道府県費(B)
	市町村費(C)
	その他(D)
	

	地籍調査費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	都道府県営
	
	
	
	
	
	
	

	市町村営
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	



（注）「負担区分」欄は、第５の規定により算出された額を記載すること。


別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　地籍調査
	調査を行う者
の名称
	名　　　　称
	調　　査　　費
(A)+(B)+(C)+(D)
	負　担　区　分
	備   考

	
	市町村名
	単位区域名
	番号
	
	うち直接経費
	うち附帯経費
	国費

(A)
	都道府
県　費
(B)
	市町村費

(C)
	その他

(D)
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  
   （注） １「市町村名」は、地籍調査作業規程準則（昭和32年総理府令第71号）第10条第１項及び第２項に規定する調査地域の名称を記載すること。
  　　　　２「単位区域名」欄は、同準則第10条第３項の規定に基づき区分した単位区域名の名称を記載すること。
　　　　　３「番号」欄は、次に示す地区コードを記載すること。なお、書き方についての詳細は、国土調査事業事務取扱要領（昭和47年５月１日付け経企土第28号経済企画庁総合開発局長通達）別記様式第24別紙（２）の「番号」の記載要領を準用する。
「西暦」＋「都道府県コード」＋「市区町村コード」＋「通し番号（２桁）」（計１１桁）
（例：20210120201　函館市（01202）が2021年度に新たに着手する地区のうち１番目の地区）
４「負担区分」欄は、第５の規定により算出された額を記載すること。




別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　収支予算書

（１）収入の部
	区　分
	本年度予算額
	備　考

	
	円
	

	国費
	
	

	
	
	

	都道府県費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	




（２）支出の部
	区　分
	本年度予算額
	備　考

	
	円
	

	地籍調査費
	
	

	　　　直接経費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	　　　附帯経費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	



（注）「区分」欄は、調査費の区分（経費配分の内訳）ごとに区分して記載すること。


別記様式２（第８関係）
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事



令和○○年度
[bookmark: _Hlk190889083]地域未来交付金(地域未来推進型)交付変更申請書
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）


[bookmark: _Hlk190889150]令和○○年○○月○○日付け○○○第○○○号をもって交付決定があった地域未来交付金(地域未来推進型)交付対象事業について、交付決定の内容を変更したいので、地域未来交付金(地域未来推進型)交付要綱（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）（令和○年○月○日付け公文書番号○○号）第８の規定に基づき、関係書類を添えて、申請します。


記





１　実施計画名
２　交付申請額　　　　　別紙１のとおり
３　事業の完了予定年月日
４　事業の経費の配分　　　　　別紙２のとおり







別紙１
令和○○年度
実施計画別交付申請額

都道府県名　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	番号
	実施計画名
	作成者名
	地　区　名
	交付申請額

	
	
	
	
	事業の完了予定年月日

	
	変更の内容及び理由
	備     　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	合計
	
	



（注）変更に係る部分については、変更前を上段（　）書きに、変更後を下段に記載すること。

別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年度地域未来交付金(地域未来推進型)
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）に係る経費の配分

１　経費の総括
	区   分
	総事業費
(A)+(B)+(C)+(D)
	対象事業に要する
経費(A)+(B)
	負　　担　　区　　分
	備   考

	
	
	
	国費(A)
	都道府県費(B)
	市町村費(C)
	その他(D)
	

	地籍調査費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	都道府県営
	
	
	
	
	
	
	

	市町村営
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	



（注）変更に係る部分については、変更前を上段（　）書きに、変更後を下段に記載すること。
　　　


別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　地籍調査
	調査を行う者
の名称
	名　　　　称
	調　　査　　費
(A)+(B)+(C)+(D)
	負　担　区　分
	備   考

	
	市区町村名
	単位区域名
	番号
	
	うち直接経費
	うち附帯経費
	国費

(A)
	都道府
県　費
(B)
	市町村費

(C)
	その他

(D)
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  
（注）変更のある市町村等のみを記入し、変更のない市町村等については「その他変更のない市町村」として一括計上して差し支えない。
変更に係る部分については、変更前を上段（　）書きに、変更後を下段に記載すること。
別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　収支予算書

（１）収入の部
	区　分
	本年度予算額
	備　考

	
	円
	

	国費
	
	

	
	
	

	都道府県費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	




（２）支出の部
	区　分
	本年度予算額
	備　考

	
	円
	

	地籍調査費
	
	

	　　　直接経費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	　　　附帯経費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	○○費
	
	

	　　　　　○○費
	
	

	
	
	

	合　　計
	
	



（注）「区分」欄は、調査費の区分（経費配分の内訳）ごとに区分して記載すること。
変更に係る部分については、変更前を上段（　）書きに、変更後を下段に記載すること。
別記様式３（第９関係）
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事


○○年度 
地域未来交付金（地域未来推進型）申請取下書
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）


令和○○年○○月○○日付け○○○第○○○号で交付の申請を行った地域未来交付金(地域未来推進型)交付対象事業について、その申請を取り下げたく、関係書類を添えて申請します。 


記


１ 申請を行った年月日
２ 申請を取り下げる事由

注） 交付申請書の写しを添付すること

別記様式４（第10関係）
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事


令和○○年度
地域未来交付金(地域未来推進型)交付決定取消申請書
[bookmark: _Hlk191062518]（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）



令和○○年○○月○○日付け○○○第○○○号をもって交付決定があった地域未来交付金(地域未来推進型)交付対象事業について、地域未来交付金(地域未来推進型)交付要綱（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）（令和○年○月○日付け公文書番号○○号）第10の規定に基づき、別紙のとおり、当該交付決定の全部又は一部の取消を申請します。


別紙

令和○○年度　
実施計画別交付決定取消申請額

都道府県名　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	番号
	実施計画名
	作成者名
	地　区　名
	交付決定額

	
	交付決定の取消を申請する理由
	備　　考

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	


 
（注）取消前を上段( )書きに、取消後を下段に記載すること。
別記様式５（第12関係）
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事


令和○○年度
地域未来交付金（地域未来推進型）完了予定期日変更報告書
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）


令和○○年○○月○○日付け○○○第○○○号をもって交付決定があった地域未来交付金(地域未来推進型)交付対象事業について、完了予定期日の変更が生じたため、地域未来交付金（地域未来推進型）交付要綱（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）（令和○年○月○日付け公文書番号○○号）第12の規定に基づき、別紙のとおり報告します。


別紙

	事業の名称
	交付決定　　　　　　　　　　　　　　　
	完了予定期日
	予算の
繰越額
（円）
	当初の完了期日までの予定出来高
	変更の事由

	実施計画名
	作成者名
	地区名
	番　号
年月日
	交付決定額
	変更前
	変更後
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	　
	
	
	
	
	
	
	


（注）「地区名」は、翌年度の繰越承認を受けた地区名を記載すること。
　　 「番号年月日」は、交付決定通知の番号と年月日を記載し、括弧書きは変更決定通知の番号と年月日を記載すること。
　　 「予算の繰越額（円）」は、翌年度にわたる債務負担の承認通知書の「翌年度分」欄に記載された額（繰越承認額）を記入すること。
　　 「当初の完了期日までの予定出来高」は、完了予定期日の時点における事業進捗割合を「％」で記入すること。


別記様式６（第13関係）
番　　　号
年　月　日

国土交通大臣　　殿

都道府県知事


地域未来交付金（地域未来推進型）実績報告書
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）


令和○○年○○月○○日付け○○○第○○○号をもって交付決定があった地域未来交付金（地域未来推進型）に係る交付対象事業を実施したので、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条及び地域未来交付金（地域未来推進型）交付要綱（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）（令和○年○月○日付け公文書番号○○号）第13の規定に基づき、その実績を報告します。

記


　１　同法第15条の補助金等の確定額　　　　金　　　　　　　　円
　２　事業の内容及び経費の配分　　　　　　　　　別紙のとおり



別紙１

令和○○年度　
実施計画別交付金確定額

都道府県名　　　　　　　　　　　　
（単位：千円）
	番号
	実施計画名
	作成者名
	地　区　名
	交付金
確定額
	事業の完了予定年月日

	
	
	
	
	備　　考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	
	






別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和○○年度地域未来交付金（地域未来推進型）
（インフラ整備事業国土交通省所管社会資本整備円滑化地籍整備事業費補助）に係る経費の配分

１　経費の総括
	区   分
	総事業費
(A)+(B)+(C)+(D)
	対象事業に要した
経費(A)+(B)
	負　　担　　区　　分
	備   考

	
	
	
	国費(A)
	都道府県費(B)
	市町村費(C)
	その他(D)
	

	地籍調査費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	都道府県営
	
	
	
	
	
	
	

	市町村営
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	



（注）計画から変更された事項がある場合は、変更前を上段( )書きに、変更後を下段に記載すること。
繰越額は【　　　】で記載すること。
　　　不用額は、「備考」欄に記載すること。



別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　地籍調査
	調査を行った者
の名称
	名　　　　称
	調　　査　　費
(A)+(B)+(C)+(D)
	負　担　区　分
	備   考

	
	市区町村名
	単位区域名
	番号
	
	うち直接経費
	うち附帯経費
	国費

(A)
	都道府
県　費
(B)
	市町村費

(C)
	その他

(D)
	

	
	
	
	
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


  
（注）計画から変更された事項がある場合は、変更前を上段( )書きに、変更後を下段に記載すること。



別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３　収支精算書

（１）収入の部
	区　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	国費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	都道府県費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	




（２）支出の部
	区　分
	本年度精算額
	本年度予算額
	比較増減
	備　考

	
	円
	円
	円
	

	地籍調査費
	
	
	
	

	　　　直接経費
	
	
	
	

	　　　　　○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	　　　附帯経費
	
	
	
	

	　　　　　○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	○○費
	
	
	
	

	　　　　　○○費
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	



（注）１．収支予算書に準じて記載すること。
     　　 ２．計画から変更された事項がある場合は、変更前を上段( )書きに、変更後を下段に記載すること。



別紙２－○（実施計画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

４　取得財産調書（補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律法施行令第13条第４号の財産）
	区　　分
	名称
	形状
寸法
	数量
	単価
	取得
価格
	取　得
年月日
	処分制限期間
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	耐用年数
	処理制限
年月日
	

	地籍調査費
	
	
	
	円
	円
	
	
	
	

	都道府県営
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	市町村営
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	
	
	



（注）処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。耐用年数については、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和40年大蔵省令第15号）に定める耐用年数に相当する期間とする。





